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1．はじめに
　2019年10月21日から25日まで、ITU無線通信部門（ITU-R）
の総会である無線通信総会（RA：Radiocommunication 
Assembly）が、エジプト（シャルム・エル・シェイク）にお
いて開 催された。RAは、3～4年ごとに開 催され、（1）
ITU-Rの研究委員会（SG）から提出された勧告案の承認、（2）
SG等から提出された決議案の承認、（3）次期研究会期にお
ける研究課題の承認、（4）SG等議長・副議長の任命が行
われる。
　RA-19には、88か国の情報通信関係省庁、電気通信事
業者、メーカーなど511名が参加した。また、日本からは、
総務省二宮審議官を団長に、電気通信事業者をはじめ36名
が参加した。
　本会合に先立ち、我が国では、2019年9月20日に情報通信
審議会情報通信技術分科会ITU部会において、諮問第1号

「国際電気通信連合無線通信総会への対処について」に対

する答申が行われ、RA-19では、これに基づき対処が行
われた。

2．RAの構成
　初日の開会式において、全体会合の議長にロシアのパス
ツーク氏が任命された。また、過去のRAと同様に第1から
第5委員会（COM）が設置され、各COMの議長がそれぞ
れ任命された（表1）。

3．勧告の承認
　SGによる勧告承認が可能となっているため、RAで審議す
る必要が生じる勧告は限られている。今研究会期（2016～
2019年）は、各SGで合計192件（新規及び改訂）の勧告を
審議・承認した。RA-19では、SG5で合意に至らなかった
5件を審議し、その結果として、2件の新規勧告、3件の改
訂勧告を承認した（表2）。主な勧告の概要は以下のとおり。
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■表1．RAの構成

会合名 議長 内容

全体会合 Dr. S. Pastukh
（ロシア） RAにおいて行われる報告の最終確認及び審議事項に関する意志決定。

第1委員会
（COM1)

Dr. S. Pastukh
（ロシア） 会議運営会合の開催回数及びスケジュールを計画。

第２委員会
（COM2)

Mr. D. Obam
（ケニア） 予算管理総会期間中の支出の会計の審査及び承認、総会の決定事項の実施に伴う費用の見積もり等。

第３委員会
（COM3)

Mr. C. Rissone
（フランス） 編集RAの決議及び決定を全体会合に提出するにあたり、その意味を変えることなく調整。

第４委員会
（COM4）

Ms. C. Wilson
（オーストラリア）

SGの構成及び作業計画
研究委員会（SG）の構成及び作業計画の審議、並びに必要があれば研究課題の一覧の修正。
関連するITU-R決議の改訂若しくは新規決議案の提案。

第５委員会
（COM5）

Mr. C. Hofer
（米国）

RA及びSGの作業方法
RA及びSGに適した作業方法を採択する。関連するITU-R決議の改訂若しくは新規決議案の提案。

勧告番号 勧告名 審議結果

SG5 M.585-8 海上移動業務における識別の割当及び使用 改訂

SG5 M.1036-6 無線通信規則でIMTに特定された周波数帯でのIMT地上コンポーネント実施のための周波数アレンジメント 改訂

SG5 M.1174-4 450−470MHz帯域における船上通信設備の技術特性 改訂

SG5 M.2134 共有・両立性検討のための、27.5−29.5GHzの周波数範囲における移動業務のシステムの受信機特性及び保護
基準 ［MS-RXCHAR-28］ 新規

SG5 M.2135 156−162.05MHz周波数帯域で運用される自律型海上無線機器の技術特性 ［AMRD］ 新規

■表2．RA-19にて承認された勧告一覧
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3.1　共用・両立性検討のための、27.5－29.5GHzの周波

数範囲における移動業務のシステムの受信機特性及

び保護基準に関する新規勧告（M.2134）

　本勧告は、共用・両立性検討で使用される27.5－29.5GHz
の周波数範囲における移動業務の、システムの受信機の特
性及び保護基準を提供するものである。本RAでは、移動
業務の短時間及び長時間の保護基準の値について再度調
査することを含め、地上無線業務の保護基準に関連する
技術的側面をさらに検討することをSG5に対して連携する
こととなった。

3.2　156－162.05MHz周波数帯域で運用される自律型海

上無線機器の技術特性に関する新規勧告（M.2135）

　本勧告は、156－162.05MHz周波数帯域で運用される自
律型海上無線機器（AMRD：Autonomous Maritime Radio 
Devices）の技術特性に関して、これまで規定のなかった
落水者救助等で用いられるAMRDの送信出力等の技術特
性を策定したものである。

3.3　無線 通信規 則でIMT（International Mobile Tele-

communication）に特定された周波数帯でのIMT地

上コンポーネント実施のための周波数アレンジメント

に関する勧告の改訂（M.1036）

　本勧告はITU無線通信規則でIMTに特定された周波数
帯での、IMT地上コンポーネント実施のための周波数アレン
ジメントを取りまとめたものである。当該勧告は、WRC-15に
おいていくつかの周波数が新たにIMT特定されたことを受
け、今研究会期のSG5において勧告改訂の検討が進めら
れたが、1427－1518MHz帯における周波数アレンジメント
の取扱いや1980－2010MHz/2170－2200MHz帯に関する
文章など、いくつかの点について合意に至ることができず、
本RAに上程された。オフラインでの議論も活発に行われ
たことにより、本RA期間中に当該勧告における残課題は
全て解決し、IMTに特定されていない周波数帯でのIMT
利用もRRの遵守が必要等の我が国からの主張も盛り込ま
れた内容で、勧告の改訂が承認された。

4．決議の承認
　2件の新規決議、23件の改訂決議、3件の決議削除が承
認された（表3）。主な決議の概要は以下のとおり。

4.1　決議1-7「無線通信総会、無線通信研究委員会及び

無線通信アドバイザリグループの作業方法」の改訂

及び決議43-1「準構成員の権利」の削除

　今研究会期中に開催された全権委員会での議論結果を
本決議に反映させる改訂や、作業方法の規則についてス
コープを明確にする追記改訂等が行われた。また、決議43
の準構成員の権利については、決議1の内容に含める改訂
が行われ、その結果決議43については削除されることが
承認された。また、我が国からの提案である、勧告及び
研究課題におけるエディトリアルなマイナー修正に関する手
続きの簡略化に関する改訂は、次研究会期に継続審議さ
れることとなった。

4.2　「放送の将来の発展のための原則」に関する新規決

議（決議70）

　放送用の新システム、技術及びアプリケーションの導入
に関して勧告やレポートを作成する際に、各国・地域の要
件と状況を考慮に入れて国際的に協調した技術仕様が策定
されるよう促すもの。本RAにてSG6内だけで共有すべき内
容ではないかとのコメントも出されたが、全体で共有すべき
内容であるとして最終的に新たな決議として承認された。

4.3　「テレビ、音声、マルチメディア放送の継続的開発に

おける無線通信部門の役割」に関する新規決議（決

議71）

　ITU-Rでの放送に関する活動指針を効果的・効率的に
実施するため、ITU-T、ITU-D及びその他の関係組織と
の連携を促すもの。これまでのSG6で十分に審議された
内容であり、本RAで特段の反対はなく新たな決議として
承認された。

5．研究課題案の承認
　本RAでは、SG構成（決議4）については提案がなかっ
たため、構成に関する議論はされずそのまま維持されるこ
ととなり、次期研究会期（2019年～2023年）における各
SGの研究課題計204件を承認した。主な研究課題の概要
は以下のとおり。

5.1　地上系IMTの高度化に伴う技術要件、アプリケーショ

ンに関する研究課題

　2023年までに必要な衛星系を除く地上系IMTについて、
更なる高度化のための技術・運用上の課題や特性、周波数
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決議番号 表題 審議結果

R1-8 無線通信総会、無線通信研究委員会、無線通信アドバイザリーグループ及び無線通信部門の他のグループの作業方法 改訂

R2-8 会議準備会合 改訂

R4-8 無線通信研究委員会の構成 改訂

R5-8 無線通信研究委員会の作業計画及び研究課題 改訂

R6-3 ITU電気通信標準化部門との連絡及び協力 改訂

R7-4 ITU電気通信開発部門との連絡及び協力を含めた電気通信の開発 改訂

R8-3 途上国の電波伝搬の研究及び測定計画 改訂

R9-6 他の関連機関、特にISO、IEC及びCISPRとの連絡及び協力 改訂

R11-5 途上国のためのスペクトラム管理システムのより一層の開発 −

R12-1 無線通信業務の発展のための教本及び特別出版物 −

R15-6 無線通信研究委員会、用語調整委員会及び無線通信アドバイザリーグループの議長及び副議長の任命及び最長任期 −

R19-5 ITU-R文章の普及 改訂

R22-5 国内無線スペクトラム管理業務と技術の改良 改訂

R23-3 国際監視システムの世界規模への拡大 −

R25-3 電波伝搬研究のためのコンピュータプログラム及び関連する参照数値データ −

R28-2 標準周波数及び時刻信号の放射 −

R34-4 用語及び定義の準備のための指針 削除

R35-4 用語及び定義を含む語彙に関する活動を行う組織 削除

R36-5 ITU無線通信部門における平等な立場での連合の6つの公用語での語彙の調整 改訂

R37 システム設計とサービス計画のための電波伝搬研究 −

R40-4 地面の高さ及び地表の特徴に関する世界規模のデータベース −

R43-1 準構成員の権利 削除

R47-2 IMT-2000のための衛星無線伝送技術の将来提案 −

R48-3 無線通信研究委員会の作業における地域的存在の強化 改訂

R50-4 IMTの継続的開発における無線通信部門の役割 改訂

R52-1 無線通信総会（RA）の間に活動する無線通信アドバイザリーグループ（RAG）の権限 −

R54-3 短距離無線通信機器の調和を達成するための研究 改訂

R55-3 災害の予知、検知、低減及び救援に関するITU-Rの研究 改訂

R56-2 国際移動電気通信の命名 −

R57-2 IMT-Advancedの開発の過程に関する原則 −

R58-2 コグニティブ無線の実装と利用に関する研究 改訂

R59-2 地上ニュース収集システムの使用の世界的及び/又は地理的調和のための周波数帯の利用可能性及び条件に関する研究 改訂

R60-2 ICT/無線通信技術及びシステムの利用による環境保護及び気候変動の緩和のためのエネルギー消費の削減 改訂

R61-2 世界情報社会サミット及び持続可能な開発のための2030アジェンダの成果の実施におけるITU-Rの貢献 改訂

R62-2 無線通信装置及びシステムのITU-R勧告へ適合性及び相互接続性のための試験に関する研究 改訂

R64 地球無線局端末の非認可運用を管理する指針 −

R65 2020年以降のIMTの将来の発展の過程に関する原則 −

R66-1 モノのインターネットの開発のための無線システムとアプリケーションに関連する研究 改訂

R67-1 障害者及び特定のニーズがある人々のための電気通信/ICTの利用しやすさ 改訂

R68 ナノ衛星及びピコ衛星を含む小型衛星への適用可能な規制手続きに関する知識の普及の改善 −

R69-1 途上国における衛星を介した国際公衆電気通信の開発と展開 改訂

R70 放送の将来の発展のための原則 ［FUTURE BROADCASTING］ 新規

R71 テレビ、音声、マルチメディア放送の継続的開発における無線通信部門の役割 ［ROLE OF ITU-R FOR BS］ 新規

（決議番号は、RA-19の結果を反映したもの）

■表3．ITU-R決議

会合報告
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の効率的な利用と最適な周波数配置、新たなアプリケー
ション、無線インタフェース及びその詳細仕様、端末の国
際的流通等について研究する。

5.2　番組制作及び交換に関する放送のための高度没入

型映像音響システムに関する研究課題

　映像・音響システムの更なる高度化に向けて、VR・360
度映像・3D映像における応用事例やコンテンツ制作・交換
のために必要となるパラメータ、想定すべき視聴条件、評
価方法及び視聴者への影響等について研究する。本課題
は今研究会期中に、我が国からの提案等を基に作成され
た課題である。

6．SG議長・副議長等の任命
　ITU-RのSG等の議長・副議長の選出に当たっては、RAの
作業方法について規定しているITU-R決議1で、RAにおいて
代表団長が役職者指名に関する提案を作成しRAが任命す
るとされている。また、議長・副議長の任命と任期について
規定しているITU-R決議15の付属書1で、BR局長が各メンバ、
セクタメンバに候補者の推薦を要請するとされている。
　本RAでは、議長については複数の推薦があったSG1、
SG4、CPMについて、RA開催中に特に地域バランスを重
要視して調整が行われた。また、副議長については、全
体で約100名の推薦があり、こちらも地域内バランスに加え
て、候補者の有する専門知識、リーダーシップなども考慮
して地域内で調整をするよう事務局長から指示が出された
が、各候補者の実力が拮抗しておりRA最終日まで議論が
収束せず、最終的には、事務局長から次期研究会期では
副議長の貢献度合い（会合への出席回数など）を記録し、
次回RAでの選出の際に判断基準の一つとすることを条件
として、ほぼ全ての候補者が任命されることとなった。（ア

ジア・太平洋地域（APT）からのRAGへの候補者のみ人
数が突出していたため、地域バランスの観点から1名を取り
下げることで合意された。）
　我が国から推薦していた以下の3名の候補者についても、
高い専門性とこれまでの実績が認められ、全員が次期研
究会期の議長及び副議長に任命された。
　SG6（放送業務）議長 西田 幸博（NHK）2期目
　SG4（衛星業務）副議長 河野 宇博（スカパーJSAT）1期目
　SG5（地上業務）副議長 新 博行（NTTドコモ）2期目

7．おわりに
　ITU-Rは、新たな研究会期（2019年～2023年）を迎え、
今後、本RAで合意されたIMT-2020（5G）の無線インタ
フェース標準化をはじめとする数多くの重要な標準化作業
を計画するとともに、次回WRC（世界無線通信会議）の
議論に向けたCPM（WRC準備会合）のレポート作成作業
が開始される。
　前述のとおり、我が国からはITU-R SG役職者として合
計3名（議長1名、副議長2名）が選出されたが、これは、
我が国のITU-Rの活動に対するこれまでの地道な貢献が
諸外国から高く評価された結果といえる。我が国としては、
本RAにおいて選出された役職者を中心に我が国のプレゼ
ンスを一層向上させ、ITU-Rにおける国際標準化議論を主
導することにより、我が国のワイヤレス産業の国際競争力
強化に資するような成果が得られるよう、官民で連携して
引き続きITU-Rの活動に積極的に貢献していく。
　最後に、今回日本代表団として会合にご出席いただいた
方々、会合に向けて対処方針の策定や準備会合はもちろん
非公式な調整も含めた事前の対応にご尽力いただいた関係
各位の多大なご協力、ご尽力に、この場をお借りして深く
お礼申し上げる。

■表4．次期研究会期における各研究委員会の議長・副議長

氏　名 国
Study Group 1（周波数管理）

議長 Mr. Wael SAYED エジプト
副議長 Mr. Mohamad AYOUB レバノン

Mr. Gulam Abdullayev アゼルバイジャン
Mr. A.W. Ahmed イラク
Mr. Jamal Al Mahruqi オマーン
Mr. G. Chand インド
Mr. Siaka Coulibaly マリ
Mr. Raphael GARCIA DE SOUZA ブラジル
Mr. Mohamed Haji ケニア

氏　名 国
Mr. Thai Hoa LE ベトナム
Dr. Il-Kyoo LEE 韓国
Mr. Albert NALBANDIAN アルメニア
Dr. Gabrielle OWEN オランダ
Dr. Aldo SCOTTI イタリア
Ms. Brandy Jo SYKES 米国
Ms. Tatiana Sukhodolskaia ロシア
Mr. Zheng ZHAO 中国
Ms. Sana Zairi モロッコ
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氏　名 国
Study Group 3（電波伝搬）

議長 Ms. Carol WILSON オーストラリア
副議長 Ms. Clare ALLEN 英国

Mr. T. Al-Saif クウェート
Mr. G. A.-A. Aws Majeed イラク
Mr. Seok-Hee BAE 韓国
Mr. Abelkarim BELKHADIR モロッコ
Mr. Laurent CASTANET フランス
Mr. Yao Ronald Martial Dhossa トーゴ
Ms. Olga Iastrebtsova ロシア
Mr. Mrunmaya Pattanaik インド
Mr. Zhenwei ZHAO 中国

Study Group 4（衛星業務）
議長 Mr. Victor STRELETS ロシア
副議長 Mr. Abdulrahman ALNAJDI サウジアラビア

Mr. Timothy Adi ASHONG ガーナ
Mr. Dunay BADIRKHANOV アゼルバイジャン
Mr. Hamza BELAID アルジェリア
Ms. Fenhong CHENG 中国
Mr. Arnaud A. G. DAMIBA ブルキナファソ
Dr. Prafulla Kumar JAIN インド
Mr. Timofey KIM カザフスタン
Mr. Gabriel Yao KOFFI コートジボワール
河野 宇博氏（スカパー JSAT） 日本
Ms. Florence MAGNIER フランス
Mr. Iraj MOKARRAMI イラン
Mr. Michel Olivier NDI カナダ
Mr. Se-Kyoung PARK 韓国
Mr. Nguyen Phuong PHUNG ベトナム
Ms. Luciana ABELO NOVATO FERREIRA ブラジル
Mr. Olmo F. RAMIREZ SOBERANIS メキシコ
Mr. Veli YANIKGONUL トルコ
Ms. Fatiha ZERGANI モロッコ

Study Group 5（地上業務）
議長 Mr. Martin FENTON 英国
副議長 Mr. Mohamed ABDELGHANY エジプト

Mr. Sultan AL-BALOOSHI UAE
Mr. Rahid ALAKBARLI アゼルバイジャン
Mr. Yazeed ALSHOUDOKHI サウジアラビア
Mr. Jérome ANDRÉ フランス
新 博行氏（NTTドコモ） 日本
Mr. Aurelian Sorinel CALINCIUC ルーマニア
Mr. Alireza DARVISHI イラン
Ms. Olfa JAMMELI チュニジア
Mr. Abennabi LATRACHE モロッコ
Dr. Haim MAZAR フランス
Mr. Mohammed OMER スーダン
Mr. Ashutosh PANDEY インド
Dr. Brian PATTEN 米国
Mr. Juan Pablo ROCHA LOPEZ メキシコ
Prof. Sergo SHAVGULIDZE ジョージア
Mr. Alexey SHURAKHOV ロシア
Ms. Ju Yeon SONG 韓国
Mr. Bi Zéoua TAH コートジボワール
Mr. Yi WAN 中国

氏　名 国
Study Group 6（放送業務）

議長 西田 幸博氏（NHK） 日本
副議長 Mr. T. AGUIAR SOARES ブラジル

Mr. Abdullah AL ARAIMI オマーン
Mr. A.M. AMBANI ケニア
Mr. I. ANGRI モロッコ
Mr. M.S. ANSARI インド
Mr. Christoph DOSCH ドイツ
Mr. Andrew KISAKA タンザニア
Mr. Andrey LASHKEVICH ロシア
Mr. Paolo LAZZARINI バチカン市国
Dr. Walid SAMI スイス
Mr. F. UKWELA ナイジェリア
Mr. J. XIE 中国

Study Group 7（科学業務）
議長 Mr. John ZUZEK 米国
副議長 Mr. Muhammed Mahmoud ABDELHASEEB エジプト

Mr. Ahmad AMIN UAE
Mr. Bharat DUDHIA 英国
Mr. Rui HAN 中国
Mr. P.V. KUMARAMOHAN インド
Mr. Abdulaziz MAIWADA ナイジェリア
Dr. Raphael MEZUI-MINTSA ガボン
Mr. Rizat NURSHABEKOV カザフスタン
Mr. Jean PLA フランス
Dr. H. RHEE 韓国
Mr. Abdelilah TALEB モロッコ
Igor V. ZHELTONOGOV ロシア

CCV（用語の調整委員会）
議長 Mr. Christian RISSONE フランス
副議長 Mr. Mohammed Al Hassan UAE

Ms. Oxana KHIMACH ロシア
Mr. Bernard Limbondzi ガボン
Mr. Celestino MENENDEZ ARGUELLES スペイン
Dr. Cun XIE 中国
Mr. Georges YAYI ベナン

CPM（会議準備会合）
議長 Ms. Cindy-Lee COOK カナダ
副議長 Dr. Michel Audrey ABAGA ABESSOLO ガボン

Dr. M. A. EL-MOGHAZI エジプト
Mr. Alexander KÜHN ドイツ
Dr. J. LIM 韓国
Mr. Sergey PASTUKH ロシア
Ms. K. ZHU 中国

RAG（無線通信アドバイザリグループ）
議長 Mr. Daniel OBAM ケニア
副議長 Mr. El Hadjar ABDOURAMANE カメルーン

Mr. Majed ALKAHTANI サウジアラビア
Dr. Mohamed S. Ali ALMUATHEN UAE
Mr. Thomas EWERS ドイツ
Mr. Samvel HARUTUNYAN アルメニア
Mr. Dante IBARRA 米国
Dr. Lucia Luisa LA FRANCESCHINA イタリア
Mr. Victor Manuel MARTINEZ VANEGAS メキシコ
Mr. Augustine Kaonyegwachie NWAULUNE ナイジェリア
Mr. Alexandre V. VASSILIEV ロシア
Dr. Kyu-Jin WEE 韓国
Mr. Yuansheng XIE 中国

会合報告




